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アウトライン 1

１．総論

２．2020年から2030年頃までのネットワークインフラに求められる機能

３．将来にわたり安定的なネットワークインフラを実現するための技術課題

（１）ネットワークの高速化

①光伝送技術

②消費電力の効率化・小型化

（２）ネットワーク制御の高度化

①仮想化、ネットワークスライシング技術

②エッジコンピューティング技術

③全自動オペレーション

④その他

（３）制度面の課題
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 2020年オリンピック・パラリンピック東京大会から10年後となる2030年の時代には、コネクテッドカー等のIoT技術の多くが確立・
成熟期を迎え、高精細映像、次世代広告等のエンターテイメントや、AI/IoTを活用したサービスの重要性が増し、情報通信ネッ
トワークは、それらをセキュアに提供する新たな社会インフラへと変化し、ミッションクリティカルな社会基盤を担うことになる。

 ネットワークインフラの主な役割は、「伝える」から「つなぐ」へと変化し、社会システムの神経網を担うという側面が大きくなる。

 ネットワークは、経済、社会、そして人々の生活を支えるインフラとなっており、その責任を果たしていく必要があるため、消費者
ニーズを捉えながらも、我が国がこの分野で国際的なリーダーシップを保つために、技術的最先端を走る必要があるのではない
か。

 国内動向だけでなく、国際的な技術やサービスの動向も踏まえつつ、利用者にとって最適な技術やネットワークの組合せも考え
ていく必要がある。

 これまでは、「放送と通信」、「有線と無線」、「高度利用とユニバーサルサービス」といったように、二分法として考えられることが
多かったが、今後は、この形態が変わっていくのではないか。

 ネットワークの二分化が進み、仮想化を使って汎用サーバを使っていくレイヤと、ネットワークの大容量ために専用マシンを使っ
ていくレイヤの両方が存在していくことになる。

 ハードウェアとソフトウェアの二分化が進み、ソフトウェアが担う機能の割合が大きくなっていく。ただし、ハードウェアの機能の重要
性が変わるということではない。

 ユーザ側から見ると、データ、サービス、アプリケーション等のネットワークにとらわれない利用形態が増えてきている。インフラそ
のものの機能よりも、データやサービス等の重要性がより高まってくるのではないか。

 「リアルな体感」、「社会基盤・安心安全」、「産業振興」といった観点で、ユーザセントリックなネットワークが実現されていく。

 単に技術的に新しいものをという側面だけでなく、業界を越えたエコシステムや新たなビジネスモデルを創出することによって、
新たなサービス、ひいては、さまざまな社会問題の解決にも寄与していくことが期待されつつある。

 5Gを始めとする通信の高度化とともに、業界を越えたコラボレーションによって新たなビジネスモデル・エコシステムを創出してい
くというトレンドが顕著になりつつある。

 トラヒックは、量的に増大するだけでなく、質的にも変化。ローカルに閉じたコンテンツや、イベントの開催等に伴う局所的なコンテ
ンツ等にも着目していく必要がある。
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 中長期的な日本におけるトラヒックの推計の一試算として、2030年には最大で約3500Tbps（ 2015年比で約350倍）に達する
ことが予想される。このうち、ビデオトラヒックが70%以上を占め、M2Mトラヒックは10%程度の規模にとどまる。

 2000年代前半までの間は、ブロードバンドの普及に伴い、回線速度をいかに速くするか、そのためにハードウェアやルーティング
プロトコル等をどう高機能化するかという点に主眼が置かれてきたが、2010年頃からは、ネットワーク制御のソフトウェア化やネッ
トワーク機器の仮想化等のようなネットワーク制御の高度化に関する動きが出てきている。

 放送におけるネットワーク利用例として、番組配信への活用、インターネットを通じたコンテンツの提供等が挙げられる。今後、
8K化にも対応していく場合、トラヒック増の要因となると予想される。

 今後、4K対応の受信機が普及し、4K映像の配信がインターネット上で行われた場合、4K映像の配信に係るトラヒックは日本の
総トラヒックの5～25%を占める可能性がある。

 これまで、放送コンテンツは、地上波、衛星、ケーブル等の専用の通信路を中心に配信されてきたが、今後は、インターネット
を含むネットワークを流通するという観点が加わることで、多様化する社会のニーズ視聴者の生活環境に対応できるようになる。

 高度情報化社会を支えている要因として、「コンテンツのデジタル化」、「コンピューターの処理性能向上」、世界中のどこからで
も安価にビット列を転送できる「インターネットの発展」を挙げることができる。

 インターネットがイノベーションの場となったことに対しては、インターネットの持つオープン性が大きく寄与したのではないかと考
えられるが、それだけでなく、ダイヤルアップからＡＤＳＬ、ＦＴＴＨへと、また、移動通信の２Ｇから３Ｇ、４Ｇへと通信の高速化が
進展したことも大きく寄与している。ネットワークが今後も社会を支えるインフラであり続けるためには、より多くの端末を収容して
高速な通信を実現するという観点が必要不可欠。

 安全なインターネットを実現するためには、インターネットは国内に閉じたものではないことから、海外で生まれたイノベーションを
いち早く国内に取り入れるという観点が必要になるのではないか。

 今までのように自社で設備を作って運用するという時代から、クラウドサービス等の他社のインフラや、API等の他社の機能を組
み合わせて運用するという時代にシフトしつつある。

 将来のネットワークがどのようになるかを考え、それを実現するための手段を議論する際には、そこから生まれてくるものを日本
国内だけではなく、海外にも展開していくためにはどうしたら良いかという観点も含める必要があるのではないか。
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 ユーザセントリックなネットワークの実現のために必要な技術進化として、「ダイナミックな役割分担」、「ネットワーク能力の拡張」、
「最適なネットワークの提供」が挙げられる。

 多様なネットワーク要求に対応するためには、仮想化技術を適用し、ネットワークを機能として切り出す「スライシング」を導入し
ていく必要がある。

 過去のネットワークは電話中心の社会インフラであったため、優先呼、輻輳制御、信頼性等がポイントであったが、今後は、コネ
クテッドカー、高精細な映像伝送、遠隔医療等のミッションクリティカルな分野でネットワークが活用されていくことが想定される
ため、要求される品質の多様化、耐災害性、中立性、セキュリティ等がポイントになってくる。

 従来型のベンダを中心としたシステム中でセキュリティをどう担保していくのかということと、新しいエコシステムの中でセキュリ
ティの完全性をどう担保していくのかということは違った話になってくるので、検討を行っていく必要がある。

 これまでは「ヒト」向けのネットワークであったが、今後は「ヒト」「モノ」が共存するネットワークに変化していく。サービスのコンセプト
に適した品質でネットワークを提供していく必要があり、そのための環境整備が必要。

 仮想化技術の適用が進む中で、ネットワークアーキテクチャ・機能分担について、改めて検討を行う必要があるのではないか。
クラウド、エッジ、デバイス等において、必要な機能の見極めが必要。

 キャリアネットワークとエンタープライズネットワークの差が小さくなりつつある。TIP(Telecom Infra Project)、 OCP(Open 
Compute Project) 等に見られるようにOTT(Over The Top)の影響力が増大し、ICT製品市場構造の変化が起こりつつあること
をどう捉えていくのかということについて、考える必要があるのではないか。

 Telecom Infra Projectは、2016年にFacebookが主導して開始されたプロジェクトであり、特に携帯通信事業者等が、オープン
なハードウェアでインフラを構築・運用できるようになることを目的とした活動を行っている。

 電気通信事業者が中心となって提供しているコアネットワーク、バックボーンネットワークという構成は、2025年頃にはダイナミッ
クなエンドーツーエンドでのスライスネットワークへと進化していくのではないか。

 NFVを適用すると、ハードウエアを共用でき、汎用ハードを使えるようになるので、原理的にネットワークコストが安くなるというメ
リットがある。それだけでなく、業界を越えたエコシステムや新たなビジネスモデルの創出にもつながっていく可能性がある。
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 今後は、ネットワークインフラを提供する事業者が階層的となり、利用者に対して適切なサービス品質を提供する役割を担う事
業者が上位のレイヤにシフトしていくことになることが予想されるため、適切なサービス品質を確保・提供できていることを保証・
確認する仕組みが必要になっていくのではないか。

 スーパーハイビジョン（8K SHV）では、2Kと比較して、画素数が16倍、フレーム周波数が4倍になり、非圧縮のビットレートについ
ては1.5Gbpsから144Gbpsにまで拡大するため、番組制作のIP化・仮想化が進展すると、トラヒック増の一因となるものと考えら
れる。

 放送の観点からは、将来のネットワークインフラには、外部のネットワークと放送局内のネットワークをセキュアかつシームレスに
接続する機能や、高品質・低遅延といった機能が求められる。

 放送の要求条件については、4K、8K等の非常に高精細な映像を流していくという方向性と、特に災害時等に携帯端末等で地
上波の放送がネットワークを通じて手軽に見られるという方向性の二極化が進んでいくものと考えられる。
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 コアネットワークについては、従来の光ファイバの容量限界を打破する革新的な光ファイバ伝送技術の実現が望まれる。

 コア・メトロネットワークについては、2030年頃までに100Tbps程度のトラヒックを収容する能力が求められる。

 Ethernetでは、400Gbpsの規格が検討されており、今後、800Gbps/1.6Tbps/6.4Tbpsといったさらなる大容量化が望まれる。

 コンテンツの大容量化が進み、特に4K/8K高精細映像配信のメディアとしてインターネットが注目されている。マルチキャストの
導入、圧縮技術の開発等の取組も重要だが、継続的なネットワーク容量の拡張は必要。

 コンテンツの大容量化・高精細化が進む中で、キャリアのアクセス回線やアグリゲーション等の観点がネックとなるのではないか。

 コア・メトロネットワークでは、波長多重やデジタルコヒーレント等によって高速化を図ってきたが、技術の進展が限界に達しつつ
ある。今後は、空間多重のような無線分野の技術を光の分野に取り入れることで、更なる高速化を図っていくことが考えられる。

 アクセスネットワークについては、5G以降の無線アクセスを低コストで効率的に収容する高速光アクセス技術の実現が望まれる。

 アクセスネットワークについては、光アクセスの高速化に加え、高密度の基地局を効率的に収容する技術や、モバイルと光アク
セスの効率的共存を図るための技術が必要になってくる。

 モバイルアクセスを収容する光アクセスには、40GbEを基にした40G級PONや100GbEを基にした100G級PON等が使われていく
可能性がある。

 欧州の5G推進機関である5G PPP (Public Private Partnership)では、有線ネットワークについても検討が行われており、ソフト
ウェアで光伝送を制御可能な光ファイバー技術等が必要とされているほか、PON (Passive Optical Network)、ARN (Active 
Remote Node)、MP2MP (MultiPoint-to-MultiPoint)、フレームベースの光交換ノード等を活用していく必要があるとされている。

 無線アクセスの高速化に伴い、モバイルフロントホールの大容量化も必要になってくる。無線信号を有線信号に変換する
CPRI(Common Public Radio Interface)等を効率良く束ねる技術等が必要になる。

 光ファイバ伝送システムの実現に向けては、革新技術の探索、要素技術の確立、実用化開発といったフェーズを経る必要が
あり、テストベッド等の実験環境での検証が必要。

 コアネットワークの大容量化に向けた研究開発は、NICT、キャリア、ベンダが協調することで成果を出してきており、今後もオー
ルジャパンでの取組が有効に機能するのではないかと考えられる。

（１）ネットワークの高速化
① 光伝送技術
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 ネットワークの大容量化や柔軟なネットワーク構築には、設備増強と柔軟な機器設置が求められるため、装置・機器の省電力
化・小型化が必要。

 コアネットワークの高速化と併せて、超低電力化にも取り組んでいく必要がある。

 電力を最も消費するのは装置の中の電気配線の部分なので、電気配線をいかに光回線に置き換えていくかという観点での技
術開発が必要になる。

（１）ネットワークの高速化 (続き)
② 消費電力の効率化・小型化



 SDNをデータセンタ間で適用した場合、製品はあっても互換性が十分でないなど、標準化にかかわる課題が散見される。

 仮想化メリットを最大化するためには、ステート情報分離による迅速なリソース配備・設備効率化や、ネットワーク機能のサービ
ス化を通じたノード間インタフェースの簡素化による運用のシンプル化等を行っていく必要がある。

 SDN、NFV等の適用によって、ネットワークに対する要求条件をいかにスライスで吸収していくのかということがポイントになる。

 MVNOにとっては、MNOから、ネットワーク側のトラヒックのパターン、シグナリングのパターン、データ通信量に対する割合等が柔
軟に設定されたスライスが提供されれば、より一層ユースケースに特化したサービスが提供しやすくなる。

 ネットワークスライスのようなコアネットワーク側の柔軟性を向上させる技術の標準化が進んできており、今後のビジネスシーンで
の活用が期待される。

 マルチレイヤーを活用して、利用者向けのネットワークを構築し、物理的リソースを共有する場合、利用者が要求した要求を適
切に充足していることを担保するのが困難なのではないか。

 情報処理（IT）の世界では、仮想化技術の活用が進んでおり、仮想化基盤を自社の中で構築・運用するという形態にとどまらず、
外部のクラウドサービスを活用するIaas(Infrastructure as a Service)という形態が増えつつある。今後、こういった技術が通信
（CT）の世界にも適用されていくことが想定される。

 携帯電話のEPC(Evolved Packet Core)ノードのような移動通信の根幹を担う設備、vCPE(virtual Customer Premises 
Equipment)等の付加価値通信を担う設備においても、仮想化や他社サービスの利用が進んでいる。

 ウェブやクラウドの世界では、それぞれの機能コンポーネントを個別のライフサイクルを持ったサービスとして実現し、サービス間
はAPI連携を行うことで、大きなサービスを小さなサービスの組合せとして実現するというアーキテクチャが用いられており、ソフト
ウェア化が進展すれば、通信の世界でも同様のアーキテクチャを用いることができるようになる。

（２）ネットワーク制御の高度化
① 仮想化、ネットワークスライシング技術
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（２）ネットワーク制御の高度化 (続き)
② エッジコンピューティング技術
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 サーバをエッジに設置することにより、低遅延サービス、無線状況を考慮した最適化、コア側のトラヒック削減等の実現が見込
める。

 今後のネットワークには、クラウドコンピューティング、エッジコンピューティング等を含めたトータルでの統合型の分散情報処理が
求められる。

 今後は、アクセス網の中のエッジにも分散配置されるような情報処理基盤があり、従来のクラウドに集中配置される情報処理
基盤とそれらをつなぐネットワーク全体を、新しいネットワークとして捉えていく必要があるのではないか。

 現在、情報処理基盤は主にクラウド事業者やISPの中に設置されているが、今後はエッジコンピューティングのようにキャリアの
アクセス網の中に設置されるようなケースも増えることが想定される。今後も多様な企業が多様なサービスを生み出すために
は、情報処理と通信が融合した新しいネットワークインフラとはどのようなもので、どのようなプレイヤーが、どのような役割を担っ
ていくのかを考えていく必要があるのではないか。

 IoTの観点からは、ネットワークの遅延が一つのポイントになると考えている。現在のネットワーク構成だと、Pゲートウェイまでの折
り返しが発生するので、例えば、基地局の周辺に何らかのソフトウェア実行環境を置いて、そこでロジックを実行するというような
ネットワーク構成も考えられるのではないか。

 遅延も含めたネットワーク全体の品質の割りつけのような議論は、電話の時代はあったと思う。デジュール的にやるのか、デファ
クト的にやるのかというような議論もあるとは思うが、今この時代に改めて検討しても良いのではないか。

 ネットワークの品質の割りつけの話は非常に重要だと思うが、その議論の前に、2020年又は2030年という断面でのユースケー
スをしっかり共有しておく必要があるのではないか。
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 労働人口が減少していく中で、ソフトウェア化されたネットワークの構築・運用を迅速化していくためには、ＮＦＶ、ＭＡＮＯ
(Management and Network Orchestration)等の適用が必要になってくる。

 NFVの適用によって、構成要素の増加・マルチベンダ化が進み、運用管理データは増加・複雑化していく。人工知能(AI)を活用
した自動化等によって、運用管理の複雑化を回避していくことが考えられる。究極的には、故障・障害の予兆を検知して、故
障・障害の発生前に機能を復旧させるというような世界観も考えられる。

 今後、ネットワークインフラの保守・運用を担う人材の減少が見込まれるため、故障・障害の発生前に機能を復旧させるような
自動オペレーションも視野に入れていく必要がある。

 サイバー攻撃等に対しては、AIを活用して関連するデータを抽出するという取組が既になされている。

 物理ネットワークと論理ネットワークが分離され、かつ論理ネットワークが多層的に形成されるようになると、障害検知・原因究明
が困難になるのではないか。

 機能コンポーネントを個別のライフサイクルを持ったサービスとして実現し、サービス間はAPI連携を行うというアーキテクチャを
用いる場合、各サービスが複数のデータセンターにまたがるような冗長構成を取ることで、仮想サーバの故障時に障害復旧を
自動で行うことも可能となる。

（２）ネットワーク制御の高度化 (続き)
③ 全自動オペレーション
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 4K・8K配信等の超大容量データへ対応するためには、ネットワーク能力の拡張だけでなく、ネットワークの効率化も必要。
ICN(Inforamtion-Centric Networking)/CCN(Content-Centric Networking)といった技術の適用が考えられる。

 IoTによって膨大な数のデータが得られるが、それをいかにセキュアに集められるかということが課題になる。

 インターネットに接続されている端末の中にはセキュリティ面の脆弱性を持つものも存在しており、それらの脆弱性を利用した各
種攻撃によってインシデントが数多く発生していることから、端末の品質確保は今後ますます重要になってくるのではないか。

 IoTデバイスの中には、物理上の制約によってSSL等の暗号化通信を行うことができないものも存在するので、ネットワーク側で
セキュアなプロトコルを適用するなど、通信全体でカバーする仕組みが考えられる。

（２）ネットワーク制御の高度化 (続き)
④ その他

 ネットワークインフラを機能と設備というような切り口で考えると、物理的な境界というものがだんだん曖昧になってきており、論理
的に切り分けられてくることになる。設備ベースで設計されている現在の技術基準についても、機能ベースで見直すといったよ
うな検討が今後必要になってくるのではないか。

 技術基準等の制度を検討する際には、技術の進展を阻害しないという観点を取り入れるべき。

 ネットワークインフラの運用に人が介在しない場合を考えると、技術基準等の制度設計も改めて検討する必要があるのではな
いか。

 電気通信設備の構成、プレイヤー、機能分担が変化する中、安定した電気通信サービスを維持するために培ってきた技術や、
整備されてきた様々なルールが従来どおり有効に働くかという観点で、点検が必要なのではないか。

 他社のクラウドサービス上にEPC(Evolved Packet Core)の機能を実装し、MNOのネットワークと組み合わせることで、物理的な
設備をほとんど保有せずに電気通信サービスを提供するという形態も実現できるようになってきている。仮想化されたネットワー
クは、APIで制御することができ、故障発生時には自動で入替えを行うことができるなど、物理的なネットワークとは運用面での
違いが散見される。

（３）制度面の課題


